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主 論 文 題 名： 
「多文化共生」言説の批判的再検討 
在日日系ブラジル人第二世代のハイブリディティに着目して 
 
（内容の要旨） 
１．研究の背景と目的 
本論文は、日本において外国人の社会統合のための政策スローガンとして現在広範に用いられるよ
うになっている「多文化共生」という概念に内在する問題性を指摘し、ハイブリディティという観点
からオルタナティブとしての多文化共生を再構築するための視点を提示することを目的とする。 
現在、日本社会には 263 万人（2018 年 6 月の時点）を超える外国籍者が暮らしており 、その中
には、ニューカマーと呼ばれる 1980年代後半以降に来日した人々の子ども世代も数多く存在するよ
うになっている。日本生まれで両親のうち少なくとも一人が外国出身である者、外国生まれであるが
幼い頃に親に連れられて来日し日本社会で育った者を本論文では「第二世代」と呼ぶ。彼/彼女らは
日本で生まれ育ちつつも日本以外の社会ともつながりを持ち、多言語を操る場合も多いという点で、
多くの可能性に溢れた存在でもある。 
しかしながら、日本社会における外国人の社会統合のための理念として普及している「多文化共生」
という概念は、本質主義的文化観のうえに成り立っており、多様な背景を持つ第二世代の存在を前提
としていない。先行研究では、多文化共生は「日本人」と「日本語が分からず日本の文化・慣習に不
慣れなニューカマー外国人」という明確な区分が前提となっており、移民を国民として受け入れるの
ではなく、「外国人」として「同質性が高い日本社会」に編入していくという想定があることが指摘
されている（柏崎 2010: 238-9）。多文化共生概念は、ニューカマー外国人だけに視点を向け、「単
一民族国家」の神話が批判・解体された後の新たな言説として、「同質的な日本社会」へ「言語や文
化・慣習の異なる外国人」が編入していく、という言説として社会の多くの人に内面化、共有され、
自明のものとなっていったのである（戴 2003: 43-4; 柏崎 2010: 246）。このような「日本人」と「外
国人」という本質主義的かつ二項対立的な区分を内包した多文化共生は、日本生まれや日本育ちで日
本語を話す第二世代の存在を不可視化し、本来の目的や理念とは逆の方向性を持つものとして働きう
るのではないだろうか。これが本論文を貫く問題意識である。 
多文化共生言説の持つ本質主義的文化観を脱構築するためには、そもそも文化とは本来的に異種混
淆的（ハイブリッド）なものだという認識のもと社会構築主義的文化観に立つことで文化本質主義か
ら脱却し、発展と変化のための交流を持つことが重要であるとされる（関根 2000: 203-8）。ハイブ
リディティは、異種混沌化がもたらすアイデンティティの二重性、境界性、中間性を重んじ、排他的
なナショナリズムや本質主義、民族主義等への対抗概念として、集団内部の多様性や文化の境界線の
流動性に視点を向けさせ、本質主義的文化観を揺るがし、切り崩す可能性を持つものとして、多くの
研究者に着目されてきた（岩渕 2016: 71）。塩原良和は、移民第二世代を「親から受け継いだ文化
と自分が生まれ育つ文化のはざまで、さらに深くハイブリッド化された自己と日常を生きる」という
意味で「本質的にハイブリッドな存在 」と表現した（塩原 2012: 54-5）。日本から外国に渡った人々
の子孫（＝日系人）であり、外国で世代を経て異なる文化を身に付けた後に日本へ戻ってきた人 （々＝ 
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在日日系人）が、日本で定住する中で生まれた子どもである在日日系人第二世代は、まさに本質的な
ハイブリッド性を持つ存在である。このような在日日系人第二世代は、多文化共生に内在する「日本
人」と「ニューカマー外国人」というような二項対立的な視点の限界と、人々の間に引かれる文化本
質主義的な境界線の問い直しを社会に突きつける存在となりうるのではないか。 
本論文は、在日日系人第二世代の中でも、日系ブラジル人の若者を研究対象とし、多文化共生をめ
ぐる日常的実践を描き出すことによって以下の 2点を明らかにする。➀地域社会で展開される多文化
共生施策は、在日日系人第二世代に対してどのような影響を与えているのか。「日本人」と「異なる
文化を持つニューカマー外国人」という二項対立的な前提のうえでの多文化共生は、日本に暮らす第
二世代の存在を不可視化し同化や排除を強いるものとして働く可能性があるのではないか。②そのよ
うな二項対立的な多文化共生言説が影響力を持つ日本社会の中で、在日日系人第二世代はどのように
して多文化共生言説を乗り越えようとしているのか。この 2点を明らかにしながら、オルタナティブ
としての多文化共生の模索につながる視座を見出すことが本論文の最終的な目的である。 
 
2．分析の枠組み 
本論文で、分析の枠組みとするのは、アメリカ合衆国の代表的な移民研究者の一人であるアレハン
ドロ・ポルテスが、アメリカの移民第二世代を対象とした大規模な調査から移民のホスト社会への編
入のされ方として導き出した、分節同化（segmented assimilation）理論である。本論文では、この
分節同化理論に依拠して、政府の移民政策（第一章）、ホスト社会の一般の人々の外国人住民に対す
る態度（第二章 、第三章）、在日日系ブラジル人の持つネットワークとコミュニティ（第四章）に
ついて考察していく。このような文化変容に関する分析視点から、日本に暮らす在日日系ブラジル人
第二世代が如何にして自身のルーツやハイブリディティを捉えているのか、そして彼らのハイブリデ
ィティは日本社会における社会統合としての多文化共生政策や言説によって如何に再規定・拘束され
ているのか、また、それを乗り越える可能性はどのようなものであるかという点についての検討につ
なげる（第五章）。 
 
3．調査の方法 
本研究は 7 年間のフィールドワークの中で、学校観察、外国人集住地区の団地への 2 か月間の住
込み、団地内コミュニティ施設での観察、プロテスタント教会や世界救世教会等宗教コミュニティで
の観察、大使館・行政・NPO 団体・宗教団体等が主催するイベントへの参加等、あらゆる角度から
の調査をもとにした研究の成果である。これらの調査の中で、多文化共生に関わる様々な立場にいる
57 名への聞き取り調査や、地方自治体の議事録、第二世代が実際に受験に使った小論文等といった
質的資料を集め、それらをもとに実証的に日本における多文化共生言説の問題点を検討する。 
従来、分節同化や編入様式の分析には量的データを使った計量分析が行われてきた。しかしながら
本論文では、第二世代の日本社会での編入様式について、第二世代自身の主観や意味付けの探求に重
点を置き、約 7年間という歳月をかけて詳細な質的データ収集を行うことで、計量データからはたど
り着けない視点からの分析を行うことを試みた。それが本論文の方法論的特徴ともなっている。 
 
4．論文の構成 
本論文では、まず第一章で、公定な多文化共生ともいうべき、政府文書にみられる多文化共生に関
する記述から、多文化共生に紐づけられる意味付けの検討を行う。これらの政策文書の検討からは、
多文化共生施策は 90年以降のニューカマー急増を背景として、日本語や日本の文化・慣習に不慣れ
なニューカマー外国人を想定して形作られていき、特に 2008年以降の経済危機によって日系定住外
国人が直面することとなった生活困難が、彼/彼女らが置かれた不安定な雇用体制や日本語能力が不 
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十分であることに帰する部分が大きいとの認識が示されたことで、それ以降、日本語支援や生活環境
改善に多文化共生施策の重点が置かれる傾向がさらに強まっていったことを指摘できる。こうした対
応は、その後、外国人住民の社会保障、居住の権利、子どもの教育を受ける権利、災害や医療等生命
にかかわる分野を中心とした情報の多言語化による安全の保障（生命の保障）等、外国人住民への福
祉の観点による多文化共生施策の発展につながっていったという側面もある。2000 年代頃の文書の
中では、外国人の人権や福祉を目的とした多文化共生と、グローバル化を背景とした経済成長や効率
性を目的とした多文化共生という二つの観点が混在しているものの、2008 年の経済危機以降、デカ
セギとして派遣雇用や非正規雇用等不安定な労働条件のもとで働いていた日系ブラジル人の多くが
失業し生活困難に陥ったことを背景として、社会的弱者としての外国人に対する福祉としての多文化
共生の必要性、という観点が強まっていった。一方、経済成長という観点での多文化共生論はその後
目立たなくなるものの、グローバル化を背景にした「グローバル人材育成」や「グローバル化に適し
た環境づくり」として、地域社会や学校教育の中で「国際化」に関する事業となり、身近な施策とし
て具現化されている。 
次に、第二章では、公的に形作られた多文化共生理念が、地方行政に通達された後に、地域社会に
おいてどのような言説として表出されていったかを考察する。外国人が集住する愛知県豊田市にあ
る、ブラジル人集住地区として知られる保見団地の事例から、地域における「外国人」像や、日本人住民
のブラジル人との「共生」に関する語りを分析していくことで、地域社会に浸透する多文化共生言説の性質につ
いて検討を行う。市議会における議論や、公営団地における外国人の入居制限をめぐる議論、保見団地の住民ら
の語りなどから、多文化共生言説に内包される日本人の自明の優越感、パターナリズム、同化主義という問題性
を指摘する。 
続いて、第三章では、第二世代にとって最も身近な社会である公立学校における日本語の「支援」
が、第二世代の若者に如何なる影響を与えるのかを考察する。公的私的を問わず、様々な関係者によ
って担われる支援は、第二世代の社会編入に大きく貢献してきたことは紛れもない事実である。しか
しながら、「支援」が時として第二世代を社会的に排除、周辺化する装置として機能してしまうこと
を指摘し、このような「支援」の両義性に着目することで、多文化共生に内在する問題性が第二世代
に対して持つネガティブな面を明らかにすることを試みた。多文化共生という理念や諸制度で所与の
ものとされているのは、「日本人」と「言葉や日本の文化・慣習に不慣れなニューカマー外国人」と
いう単純な区分であり、この二項対立的な構図の中で、「外国人」に対する日本語教育に偏重した「支
援」がなされるべきであるとされる。二項対立的な前提にたった公的な「支援」の言説には、パター
ナリズムに基づき、マジョリティとして優位にたった「日本人」がマイノリティとしての外国人を「支
援」してあげるという不均衡な権力関係のうえに成り立つ「支援―被支援の関係性」が成り立ちやす
い。公的制度としての「支援」がこのような不均衡な関係性の上で実施されるとき、その関係性の中
に差別、偏見を含んだまなざしが生まれやすいという側面もあることを明らかにする。 
第四章では、ポルテスらが示したエスニック・コミュニティの重要性を念頭に置き、第二世代の同
郷コミュニティとの関わり方を考察する。居住地のコミュニティ、宗教コミュニティという地理的な
つながりを持つコミュニティは、結束型社会関係資本としての機能や、言語や文化を継承し自尊心を
持たせるための機能を持つことを指摘できる。しかしながら、地域のコミュニティは、多文化共生理
念が影響を与えるため、従属的な立ち位置から完全に離れることができる場だとは言い切れない。ま
た、宗教ネットワークは地域の文脈から切り離され、マジョリティ―マイノリティ間の権力関係が生
じにくいものの、その反面、日本社会との接点がほとんどなく、閉鎖された空間となりがちである。
ただし、近年信者が増え急成長しているプロテスタント系教会では、在日日系ブラジル人第二世代の
若者たちにより、宗教コミュニティの閉鎖性を解放しようとする動きがみられる。さらにその活動の 
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中では、支援－被支援関係が逆転する可能性も見られた。また、第四章後半では、近年著しい発展を
みせている情報通信技術により可能となったインターネットを介したコミュニケーションが、地理的
なつながりを持ったエスニック・コミュニティと同じように第二世代のハイブリディティに影響を与
えている可能性が示唆された。第二世代の文化変容の様子は、単に「日本人化」している、または母
国の文化を維持している、というものではなく、第二世代が自ら選択的に選び取るアイデンティティ
（「移民の第二の人間像」）でもあると結論づけた。そして、そのようにして主体的に身に付けてい
く他者性は、日本社会に統合されていくことと矛盾せず、同時に成り立つものであることを明らかに
した。 
第五章では、大学進学や大学院進学を果たす在日日系ブラジル人第二世代に着目し考察すること
で、様々な問題性を抱えた多文化共生を再構築するための視点の模索に繋げる。英語力を磨き上げて
いくことで大学進学や大学院進学を果たす第二世代の語りの分析から、彼/彼女らは、英語力を向上
させることに力を注ぎ、周囲からの羨望のまなざしを受けることで自己肯定感を高めると同時に、自
分自身の「ハイブリディティ」を戦略的に演出していることを示し、政府主導で強力に進められていっ
た「グローバル人材育成」に関する諸施策が、日系ブラジル人第二世代の自尊心に影響を与えている可能性を指
摘した。社会上昇を果たす第二世代の語りからは、彼/彼女らが、英語というツールを通して自己のアイデンティ
ティをスティグマ化された「ニッケイ」から「多文化に精通したグローバルな人材」へ変容させていき、従属的
な立場からの脱却を可能としていった様子が読み取れる（第五章）。以上から、第二世代の自己のルーツに対
する誇りを制度として支えること、その制度は、政府が方針を方向付け、それを国・地方両方の制度が強力に支
えて進めていくことが重要であることを示した。 
 
 
 
 
 
